
 

神奈川県サービス付き高齢者向け住宅定期報告等実施要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、神奈川県知事（以下｢知事｣という）が、高齢者の居住の安定確保に関

する法律（平成13年法律第26号 以下「法」という。）第24条第１項及び「高齢者の居住

の安定確保に関する法律等の一部を改正する法律の施行後におけるサービス付き高齢者向

け住宅等の管理について」（平成24年4月10日付け国住心第19号国土交通省住宅局安心居

住推進課長通知・平成24年4月19日付け老高発第1号厚生労働省老健局高齢者支援課長通知）

の１.（1）ア）の規定等に基づき、神奈川県内（横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市域

を除く。）のサービス付き高齢者向け住宅登録事業者又は登録事業者から登録住宅の管理

若しくは高齢者生活支援サービスの提供を委託された者（以下「登録事業者等」という。）

に対し、定期報告及び完了報告を求めるにあたり必要な事項を定める。 

 

（完了報告） 

第２条 登録事業者は、法第５条の登録を受けた建築物の新築又は改良工事等（以下「工事」

という。）が完了したときは、第１号様式（サービス付き高齢者向け住宅事業完了報告書）

に加齢対応構造等チェックリスト及び写真を添付して、速やかに知事に完了報告を行うも

のとする。 

２ 知事は、必要に応じて前項の報告すべき事項を追加、削除及び変更することができる。 

 

（定期報告） 

第３条 ４月１日時点において工事が完了している法第５条の登録を受けたサービス付き高

齢者向け住宅の登録事業者等は、10月１日現在における登録事項の状況等について、第２

号様式（サービス付き高齢者向け住宅定期報告書）により、毎年知事に定期報告を行うも

のとする。 

２ 前項の報告は、原則として登録事業者が行うものとする。登録事業について登録事業者

から登録住宅の管理若しくは高齢者生活支援サービスの提供を委託された者がある場合は、

登録事業者がこれらの者に係る報告部分をとりまとめのうえ、登録事業者が報告するもの

とする。 

３ 第一項の報告は、電子メール又は郵送により、10月末日までに行うものとする。 



４ 知事は、必要に応じて第一項の報告すべき事項を追加、削除及び変更することができる。 

 

（報告内容等の指導監督等） 

第４条 知事は、前二条の規定に基づき登録事業者等から提出をうけた報告内容について登

録事項との適合性に疑義がある場合や法令違反が疑われる場合など必要に応じて、当該登

録事業者等に対してより詳細な報告を求めることができるものとする。 

２ 知事は、必要に応じて前項の報告徴収に加えて当該サービス付き高齢者向け住宅又は事

務所に立入検査を行うものとする。 

３ 知事は、前二項に基づく報告又は検査の結果、登録事項との不適合性又は法令違反等が確

認された場合は、法第25条に基づき当該登録事業者に是正等のために必要な措置をとるべき

ことを指示するものとする。 

 

（国への情報提供） 

第５条 知事は、前条による指導監督を行ったときは、その概要について国土交通省及び厚

生労働省あて情報提供を行うものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成26年２月５日から施行する。 

２ この要領の施行の際、現に法第５条の登録を受けている登録事業者等における第３

条の適用については、施行時の年度に限り初回の報告を「平成25年８月１日時点にお

いて工事が完了している法第５条の登録を受けたサービス付き高齢者向け住宅の登

録事業者等は、平成26年２月１日現在における登録事項の状況等について、第２号

様式（サービス付き高齢者向け住宅定期報告書）により、知事に定期報告を行うもの

とする。（略）３ 第一項の報告は、電子メール又は郵送により、３月末日までに行

うものとする。」と読み替えて適用する。 

 附 則 

１ この要領は、平成26年９月17日から施行する。 

 

 



 

（第１号様式） 

 

サービス付き高齢者向け住宅完了報告書 

平成  年  月  日 

    神奈川県知事 殿 

   

登録申請者住所又は 
主たる事務所の所在地 
商号、名称又は氏名 

  印 

 

                 

 平成  年  月  日付 第     号でサービス付き高齢者向け住宅事業の登録

を受けた建築物の工事が完了したため、高齢者の居住の安定確保に関する法律（以下

「法」という。）第24条第１項の規定に基づき、同法第７条第１項第１号から第３号の基

準及び国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則(以下

「規則」という。)第８条から第10条の基準に適合するものであることを報告します。 
 

住 宅 の 名 称  

所 在 地 (住居表示) 

工事完了日  

規  模 □ 規則第８条に規定する基準に適合する 

構造及び設備 
共同利用設備 □ 台所   □ 収納設備   □ 浴室 

□ 規則第９条に規定する基準に適合する 

加齢対応構造等 
□ 法54条第１項第１号ロに規定する基準に適合する 

□ 規則第10条に規定する基準に適合する 

※審査結果等  

備考 

１ 工事完了後速やかに提出してください。工事完了日には、建築基準法第７条第５項の

検査済証交付日又は改良工事等がない場合（旧高専賃からの登録替えのみの場合等）

は登録日を記載してください。 

２ 登録申請者が法人である場合には、代表者の氏名も記載してください。 

３ 氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができます。 

４ サービス付き高齢者向け住宅の規模、構造及び設備、加齢対応構造等の基準に適合し

ていることが判る写真及び加齢対応構造等チェックリストを提出してください。 

５ ※印の欄には、記入しないでください。 



(第2号様式)

神奈川県知事　殿

報告日

住　所

商号又は名称

代表者氏名

神

あり なし

法第6条

同条

同条

同条

同条

同条

同条

同条

同条

同条

同条

同条

同条

同条

同条

同条

同条

同条

同条

※　登録時に提出されました登録申請書の別紙、別添１～４の内容を参照し、ご回答ください。

 登録事業者
 等報告者

竣 工 年 月 日

サービス付き高齢者向け住宅定期報告書(平成２６年度)

高齢者の居住の安定確保に関する法律第24条第１項の規定に基づき、次のとおり報告します。

入 居 開 始 年 月 日

ファクシミリ番号 ﾒ ｰ ﾙ ｱ ﾄ ﾞ ﾚ ｽ

 登録申請書
（別紙）※

項目 内　　　　　容

1　登録内容と現況との相違の有無
【登録内容（直近の登録事項）と現在の状況に相違があるか確認してください。相違が「あり」の項目は相違の
内容を「サービス付き高齢者向け住宅の現状報告」に具体的に記載してください。】

⑱　健康管理サービスの内容（該当する場合のみ）

⑯　入浴、排せつ、食事等の介護サービスの内容（該当する場合のみ）

⑰　調理、洗濯、清掃等の家事サービスの内容（該当する場合のみ）

⑲　その他のサービスの内容（該当する場合のみ）

登 録 年 月 日登録番号

住 宅 の 所 在 地

⑥　サービス付き高齢者向け住宅において提供される高齢者生活支援サービス及び入居者から受領する金銭

⑦　サービス付き高齢者向け住宅の管理の方法等

⑧　サービス付き高齢者向け住宅と併設される高齢者居宅生活支援事業を行う施設

⑨　高齢者居宅生活支援事業を行う者との連携及び協力

④　サービス付き高齢者向け住宅の戸数、規模並びに構造及び設備

電 話 番 号

住 宅 の 名 称

①　サービス付き高齢者向け住宅の名称及び所在地

②　サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者（法人の場合は役員を含む。）

③　サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者の事務所

報告書記入者氏名

相違の有無

Ⅰ 登録内容等の報告 以下の内容について、平成26年10月1日現在の状況を記入してください。（黄色セル部分）

⑩　登録の申請が基本方針及び高齢者居住安定確保計画に照らして適切である旨

根拠
規定

⑮　食事の提供サービスの内容（該当する場合のみ）

登録申請書
（別添1,2）※

登録申請書
（別添３）※

⑬　共同利用設備等

⑫　専用部分の規模並びに構造及び設備等

⑪　役員名簿

⑤　サービス付き高齢者向け住宅の入居契約、入居者資格及び入居開始時期

⑭　状況把握及び生活相談サービスの内容　登録申請書
（別添４）※

登録申請書
（その他）
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はい
いい
え

法7条
1項1号

同1項
2号

同1項
3号

同1項
4号

同1項
5号

同1項
6号

同1項
7号

同1項
8号

同1項
9号

法15条

法16条

法17条

法18条

法19条

同条

同条

同条

同条

同条

同条

同条

法20条

同条
登録事項等に
変更がある場
合の書面交付

広告の表示
方法

登録事業の業務に関して広告する場合、国土交通大臣及び厚生労働大臣が定める表示につ
いての方法を遵守している。

登録事項に変更があったとき、又は添付書類の記載事項に変更があったとき（軽微な変更
を除く）は、入居者に対し、その変更の内容を記載した書面を交付し説明している。（該
当する場合のみ）

 登録基準

サービス付き高齢者向け住宅の整備をしてサービス付き高齢者向け住宅事業を行う場合に
あっては、当該整備に関する工事の完了前に敷金又は家賃等の前払金を受領していない。

家賃等の前払金についてサービス付き高齢者向け住宅事業を行う者が返還債務を負うこと
となる場合に備えて、必要な保全措置が講じられている。（該当する場合のみ）

入居者の資格を、自ら居住するため賃貸住宅又は有料老人ホームを必要とする高齢者又は
当該高齢者と同居するその配偶者としている。

基本方針及び神奈川県高齢者居住安定確保計画に照らして適切なものである。

構造及び設備（加齢対応構造等であるものを除く。）が、国土交通省令・厚生労働省令で
定める基準に適合している。

加齢対応構造等が、法第54条第一号ロに規定する基準又はこれに準ずるものとして国土交
通省令・厚生労働省令で定める基準に適合している。

入居者に国土交通省令・厚生労働省令で定める基準に適合する状況把握サービス及び生活
相談サービスを提供している。

入居契約が法7条第1項6号に掲げる基準に適合している。

誇大広告
の禁止

書面の交付・
説明

登録住宅に入居しようとする者に対し、入居契約を締結するまでに、登録事項及び契約内
容に関する事項（重要事項説明を含む。）について、書面を交付して説明している。

適合性の有無

２　登録業務の法令適合性
【登録業務の現在の状況について法令との適合性について回答してください。回答が「いいえ」の項目
はその理由を「サービス付き高齢者向け住宅の現状報告」に具体的に記載してください。】

高齢者生活支援
サービスの提供

帳簿の備え
付け等

登録住宅の修繕及び改修の実施状況を帳簿に記載し保存している。

登録事業の広告について、著しく事実に相違する表示や実際のものよりも著しく優良若し
くは有利であると人を誤認させるような表示を行っていない。

各居住部分の床面積が、国土交通省令・厚生労働省令で定める規模以上である。

　また、登録内容と現在の状況に相違がある場合は、変更登録等が必要な場合がありますので、指定登録機関【(公益社団
法人)かながわ住まいまちづくり協会　電話045-664-6896】までご相談ください。

※記載する内容がない場合であっても、帳簿を備え付けてあれば、『はい』と記入ください。

入居者からの金銭受領の記録を帳簿に記載し保存している。

入居者に提供した高齢者生活支援サービスの内容を帳簿に記載し保存している。

緊急やむを得ず入居者の身体的拘束を行った場合、その態様及び時間、入居者の心身状
況、及び拘束理由を記載し保存している。

　登録内容と現在の状況に相違がある場合や登録事業者の業務に関する内容で上記の内容と異なる状況の場合
は、「サービス付き高齢者向け住宅の現状報告」に記入の上、提出してください。

住宅の管理又は高齢者生活支援サービスの提供を委託により他の事業者に行わせる場合
の、委託に係る契約事項及び業務の実施状況に関する帳簿を保存している。（該当する場
合のみ）

入居契約に従って高齢者生活支援サービスを提供している。

帳簿は各年度の末日で閉鎖し、２年間保存されている。

サービス提供で、事故が発生した場合の状況及び処置内容を記載し保存している。

入居者及び家族からの苦情内容を帳簿に記載し保存している。

内　　　　　容項目

登録事項
の公示

所定の方法により登録事項を公示している。

根拠
規定
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Ⅱ　管理状況等報告について　以下の内容について、平成26年10月１日現在の状況を記入してください。（黄色セル部分）

単身入居(戸)

60歳以上
65歳未満

65歳以上
70歳未満

70歳以上
75歳未満

75歳以上
80歳未満

1 2 1 2

共同利用する台所、浴室がある場合は、記入してください。

事業所番号

1

2

3

4

　１　入居状況

登録住戸数(戸) うち入居済み住戸数(戸)
【入居済み住戸の内訳】

同居者あり(戸)

　２　入居者数等

全入居者数(人)

【年齢別内訳(人)】

60歳未満 80歳以上
85歳未満

85歳以上
90歳未満

90歳以上

【要介護度内訳(人)】

自立
要支援 要介護

3 4 5

①住宅所在市町村 ② ①以外の神奈川県内 ③ 神奈川県外

　３　共同利用する台所及び浴室の利用状況

１日当たり台所の
平均利用人数(人)

１回あたり台所の
平均利用時間(時間)

共同浴室において入居者の利用が集中して浴
室の利用ができないことがあるか

上記ありの場合の対処方法

　４　計画的修繕の実施状況

実施期間
実施内容

始　期 終　期

入浴、排せつ、食事等
の介護サービス

サービスを利用している入居
者数

健康管理サービス その他のサービス

　５　サービスの提供状況

状況把握及び
生活相談サービス

食事の提供サービス

提供状況

【入居前住所地(人)】

　６　併設している高齢者居宅生活支援事業を行う施設（事業所）

施設（事業所）の名称 提供されるサービスの概要 事業所の場所

提供状況

調理、洗濯、清掃等の
家事サービス
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7 生活支援サービスを提供するための職員の配置状況
曜日、時間帯ごとの職員の配置人数をお答えください。
※

回答欄

人 人 人 人
人 人 人 人
人 人 人 人
人 人 人 人

8 状況把握の方法
(1)～(4)の日々の状況把握・見守りの実施方法のうち、該当するもの全てについて、お答えください。

回答欄

□ □ □ □
□ □ □
□ □ □
□ （ ）
（ ）

9 生活相談

回答欄

□ □

(1)随時の相談や問い合わせ以外に、定期的な面談による生活相談の実施の有無をお答えください。
(2)過去1ヶ月で受けた生活相談の内容について、主なものを次の中から3つまで選択してください。
(3)相談内容から、関係機関へ繋いだものについて、主なものを次の中から3つまで選択してください。

共用部分の清掃、給食調理のみを専門に行う職員は含みません。

月～金 土 日 祝
日中 （おおむね9時～17時）
夜間 （おおむね17時～翌日9時）

夜勤 （基本夜間も寝ずに勤務）
宿直 （仮眠はとるが、通報等があったら出向く）

(1)　定期的な居室への訪問 1日1回未満 1日1回 1日2回 1日3回以上

(2)　生活リズムセンサー 水センサー 人感センサー その他
(3)　間接的方法 喫食 郵便配達 ゴミ出し

(1)　定期的な面談の実施の有無 実施有 実施無

(4)　その他
その他

(2)　生活相談の内容（主なもの3つまで）
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□
□ （ ）

□ □ □
□ □ □
□ □ □ （ ）

10 緊急通報の対応方法

(2)緊急通報の回数をお答えください。
(3)(4)対応方法について、日中・夜間それぞれ該当するものを選択してください。

回答欄

□ □ ）

人 人 人 人 人

□ □
□ □

□ □
□ □

介護に関すること 医療に関すること 行政サービスについて
成年後見制度に関すること 近隣地域の情報 家計や資産に関すること
持家の売却・維持管理について 家族・親族との人間関係について 他の入居者との人間関係について
日常生活に関すること（買物、ゴミ出し、住戸内設備についてなど）
その他

(3)　繋ぎ先（主なもの3つまで）
地域包括支援センター 行政 医療機関
介護事業者 ケアマネジャー 社会福祉協議会
ボランティア・ＮＰＯ団体 家族 その他

(1)緊急通報コール（ナースコールを含む。）の設置の有無と、無の場合の緊急時の把握の方法をお答えください。

(1)　緊急通報コールの設置の有無 設置有 設置無（把握の方法：

(2)　緊急通報の1日平均回数別の人数 0回 1回 2回 3～5回 6回～
　　　（過去1ヶ月）
(3)　緊急通報があった場合の対応方法（日中）

住宅内に配置された職員が対応 併設事業所の職員が対応
住宅外(職員寮、自宅待機等)の職員がオンコール対応 外部事業者(警備会社等)に対応を委託

(4)　緊急通報があった場合の対応方法（夜間）
住宅内に配置された職員が対応 併設事業所の職員が対応
住宅外(職員寮、自宅待機等)の職員がオンコール対応 外部事業者(警備会社等)に対応を委託
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11 食事サービスの提供状況
食事サービスの有無、提供主体、喫食率をお答えください。

回答欄

□ □ □ ％
□
□ □ □ ％
□
□ □ □ ％
□

提供の有無 提供主体
喫食率（おおよその割合）

（利用者数/入居者数）

提供無

朝
提供有 住宅事業者 委託
提供無

昼
提供有 住宅事業者 委託

提供無
夜

提供有 住宅事業者 委託
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登 録 番 号 神

住 宅 名 称

代 表 者 氏 名

記 入 者 氏 名

サービス付き高齢者向け住宅の現状報告

登録内容 現状の状況 相違又は不適合の理由
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